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3. 和泉市における公共交通総合連携計画の構想 
 

3.1 和泉市における公共交通総合連携計画の基本方針 
和泉市における交通の現状と｢第四次和泉市総合計画｣で示されるまちづくりの方向性

や実現に向けた取り組みの仕組みなどを踏まえ、「公共交通の利用促進を基本とし、安全

で安心して移動できる交通体系の確立」を目指すため、施策を推進する。 

 

 
 

 

3.2 基本目標 
和泉市の交通の現状と課題、まちづくりのめざすべき姿を踏まえて、公共交通総合連携

計画の基本方針に基づいて、公共交通総合連携計画の目標を次のように設定する。 

 

 

目標 1：利便性の高い公共交通ネットワーク確立を目指す。 

目標 2：公共交通空白地域・不便地域の利便性の向上を目指す。 

目標 3：クルマ利用の適正化と公共交通利用促進の啓発活動の継続定着を目指す。 

■ 方向性 

公共交通の利用促進を基本とし、安全で安心して移動できる交通体系を確立する。 

 

■ 和泉市の交通施策体系再編の方針 

1.公共交通ネットワークの再構築 

2.利用しやすい交通システムの確立 

3.クルマ利用の適正化と公共交通利用の促進 

4.市民と協働して取り組む交通 



 37

3.3 交通施策の体系における地域総合連携計画の位置付け 
和泉市が目指す総合的な交通施策体系において、本「和泉市地域公共交通総合連携計画」

で推進する交通施策を表 3.1 の様に位置付ける。 

 

表 3.1 和泉市の交通施策体系における地域公共交通総合連携計画の位置付け 

(1)和泉市域バス路線網再編

(2)コミュニティバス・サービスの向上と改編

(3)市民主体で運行する交通サービスの導入・見直し

(4)駅前広場の整備促進と端末交通の利便性向上

(5)バス結節点の乗換利便性の向上

(1)公共交通利用情報提供の拡充

(2)バス停、バス車両など施設、設備の高規格化

(3)ICカード導入、運行情報提供等の推進

(1)コミュニケーション施策による望ましい交通手段利用の促進

(2)自転車走行空間と利用環境整備

(1)地域・企業・学校との連携による交通政策の展開

(2)地域における市民との連携による地域交通の取り組み

：公共交通再編に係る施策

クルマ利用の適正化と公
共交通機関利用の促進

市民と取り組む交通

施策の体系 交通施策

公共交通ネットワークの
再構築

利用しやすい交通システ
ムの確立

 

 

 

3.4 計画の区域 
計画の区域は、「和泉市全域」とする。 

 

 

 

3.5 計画の期間 
計画の期間は、「平成２１年４月から平成２６年３月まで」とする。 

但し、短期的な計画は「平成２４年３月まで」、中期的な計画は「平成２６年３月まで」

とする。 
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4. 和泉市地域総合連携計画における施策 
 

4.1 和泉市域バス路線網再編 
(1) 公共交通ネットワークの確立と拡充 

和泉市における公共交通ネットワーク体系を、図 4.1 のように構成する。 

まず、大阪都心と関西国際空港の都市圏拠点の中間に位置するという立地を活かして、

広域的なアクセス性を高めるために、東西方向の鉄軌道を基幹として、南北方向の都市軸

において鉄道拠点を結ぶ基幹的な路線バスとして運行サービスを拡充する。 

また、市の地域拠点間の交流・連携と鉄道アクセス性を支えるために、路線バスによる

拠点間公共交通を強化する。 

さらに、鉄道駅に直結する鉄道端末交通に応じ、地域内の交流と都市施設へのアクセス

などを確保するための地域内バスサービスを拡充する。 

 
(2) 和泉市域バス路線網の再編施策 

和泉市の公共交通ネットワーク体系に基づき、市域バス路線網を表 4.1 に示すように再

編する。 

ここで本連携計画における路線バス網再編に際して反映すべき関連計画は、表 4.2 及び

図 4.2 に示すとおりとする。 

 
 



 39

新都心

基幹路線

幹線路線バス

地域内バス

凡例

光明池駅
周辺地区

都
市
軸

大
阪
都
心

大
阪
都
心

関
空
・和
歌
山

関
空
・和
歌
山

都心
和泉府中駅周辺地区

（JR阪和線）

（泉北高速鉄道）

信太山駅
周辺地区

北信太駅
周辺地区

 

図 4.1 和泉市の公共交通ネットワーク体系 
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表 4.1 和泉市の公共交通ネットワークの構成と施策 

分類 公共交通手段 施策の方向性 運行主体 具体の交通施策 

鉄軌道 
本市の鉄軌道網は、難波・天王寺・新大阪などの広域交通

結節点と直結しており、アクセス性を向上するため、泉北高

速鉄道の快速化などの働きかけをいたします。 
民間交通事業者  

基幹路線

基幹バス 
都市圏拠点と連絡する東西方向の鉄軌道を活かした広域ア

クセス性向上、及び都市軸の強化を図るため、鉄軌道を南北

に結ぶ路線バスを基幹バスとして整備を進めます。 
南海バス㈱ 

(1)「泉大津駅～和泉府中駅～和泉中央駅間

基幹路線バス」の利便性に優れた路線バス運

行 

幹線路線

バス 
幹線路線バス 

生活圏において、都心、副都心など都市施設が集積する地

区へのバスによる移動を行いやすくするため、鉄道駅などの

拠点間を連絡し、速達性と需要に応じたバス路線を拡充して

いきます。 

南海バス㈱ 
南海ウィングバス 
南部㈱ 
和泉市 

(2)「トリヴェール和泉」、「大型 SC 出店」、及び

都市計画道路整備に伴う路線バス改編 

端末路線バス 
市街地（生活地）から鉄道駅やサテライト地区に直結する駅

端末交通サービス路線を維持、拡充していきます。 
南海バス㈱ 

(2)「トリヴェール和泉」、「大型 SC 出店」、及び

都市計画道路整備に伴う路線バス改編 

コミュニティバス 
幹線及び端末路線バスを補完し、地域の活性化や都市施設

へのアクセスを確保するためのバスサービスを整備していき

ます。 

行政が南海バス㈱・地

域と連携して運行 
(3)公共交通空白地域における生活交通路線

の維持、確保 地域内バ

ス 

市民主体で運行

するバス 

上記バス形態での運行が困難である地区や利用者に対して

は、市民主体で運行する個別輸送サービスなどのきめ細かな

対応を検討していきます。 

地域・交通事業者・行

政が連携を図りながら

地域が主体となって運

行 

(4)地域バス、乗り合いタクシーの運行、スクー

ルバス、福祉輸送などの個別輸送による対応

検討 
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表 4.2 本計画におけるバス路線網再編に反映すべき事業計画 

分類 計画 概要 予定時期 

市街地開発 トリヴェール和泉 和泉中央丘陵新住宅市街地開発事業(計画

人口：2.5 万人) 短期 

再開発 和 泉 府 中 駅 前 再

開発 
和泉市の新たな都心“都市核”(再開発、都

市計画道路整備、駅前広場整備等) 中期 

大 規 模 商 業

施設 
大 型 シ ョ ッ ピ ン グ

センター 

敷地面積：5.3 万坪 
延床面積：4.9 万坪 
商業施設面積：3.3 万坪 

短期 

○都 和泉中央線 国道 26 号～府道大阪和泉泉南線(JR 阪和

線アンダーパス) 短期 

市道上伯太線 府道泉大津美線～○都 池上下宮線 短期 

市道伯太伏屋線 市道府中信太山線～○都 池上下宮線 
(拡幅整備) 短期 

○都 大 阪 岸 和 田 南

海線 
市道北信太駅前線～○都 池上下宮線、 
市道和泉中央線～市道泉大津阪本線 中期 

道路整備 

○都 池上下宮線 大阪岸和田南海線～市道上伯太線 中期 

短期は「平成２４年３月まで」、中期は「平成２６年３月まで」 
 



 42

 
図 4.2 本計画におけるバス路線網再編に反映すべき事業計画位置図 
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4.2 コミュニティバスサービスの向上と改編 
和泉市では、平成 13 年度より「公共交通空白地域の解消と公共施設等へのアクセ

スの確保」を目的としたコミュニティバスを運行している(図 4.3)。 
和泉市では、コミュニティバス運行開始後、数回の見直しを行っているが、市民

や利用者からのサービス拡充の強い要望がある一方で、利用者数の伸び悩みと財政

負担比重の増加に伴う見直しの声も聞かれている。 
このため、現在のコミュニティバスサービスの向上と利用促進を図ると共に、路

線維持バス及び地域バスも含めて、地域公共交通の確保をねらいとした再編と、料

金負担に対する不公平感への対応に配慮し、利用料金の見直しを検討する。 
また、運行サービスの向上については、利用者からの要望も踏まえると共に、地

域との連携と適正な役割分担（前記表 4.1）に基づいて検討する。 
 

表 4.3 コミュニティバスサービスの向上と再編施策 

施策 具体の施策 予定時期 

・隔日運行から毎日運行へのサービス向上（和泉中央・

光明池ルート、山荘・和泉中央ルート） 
短期 

・現行ルート及びバス停配置などの見直し 短期 
(1)運行サービスの向上 

・乗り継ぎに配慮したバスダイヤへの改編検討 短期 

(2)利用促進の取り組

み 

・地域と連携した情報提供等モビリティ・マネジメントの取

り組みによる利用促進（継続実施） 
短期/中期 

(3)料金体系の検討 
・経済性と公共性のバランスなどを考慮した料金体系の

検討 
中期 

(4)路線系統再編 
・公共交通ネットワーク構成と地域公共交通の確保をね

らいとしたコミュニティバス再編 
中期 

短期は「平成２４年３月まで」、中期は「平成２６年３月まで」 
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図 4.3 鉄道・路線バスサービス圏域と公共交通空白地域 
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4.3 市民主体で運行する交通サービスの導入・見直し検討 
和泉市では、路線バス廃止などにより公共交通サービスがない地域や各目的利用者の

ために、「地域バス」、「スクールバス」、そして「福祉輸送（民間）」などのサービスが実

施されている。 

路線バス、コミュニティバスによりサービスされない地域については、地域・交通事

業者・行政が相互に連携を図りながら、｢地域バス｣の運行や「乗り合いタクシー」の運

行などの地域が主体となる交通サービスの導入・見直しを検討する。 

また、「スクールバス｣や｢福祉輸送｣など各目的に沿った個別の輸送の活用可能性を検

討する。 

 
 
4.4 バス結節点などの乗換え利便性の向上 

公共交通利用に際しては、出発地から目的地までの経路上で、乗り継ぎ時間等の不便

などがない利用が望ましい。バス利用実態からしても、鉄道への乗換えが最も多く、バ

ス相互間の乗り継ぎも相当程度見受けられる。 

このため、結節点においては鉄道とバス及びバス相互の乗換利便性向上施策を推進す

る。 

なお、バス相互の乗り換え利用が想定される結節点は、「和泉府中駅｣、「和泉中央駅｣、

そして「槙尾中学校前」とする。 

 

表 4.4 乗換などの利便性向上施策 

施策 概要 

(1)乗り継ぎ利用に配慮した

バスダイヤの改編 
交通事業者と連携して、バス相互の乗り継ぎに配慮したバスダイヤへ

の改編を検討する。 

(2)運行情報提供の充実 交通事業者と連携して、ターミナルにおける総合的な情報提供の充実

や、バス運行情報の充実を検討する。 

(3)駅前へのバスの乗り入れ 鉄道乗り継ぎの利便性を確保するため、駅前へのバス乗り入れを検討

する。 
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5. 事業計画 
 
5.1 和泉市域バス路線網の再編 
(1) 現在の路線バスの評価 

前記図 4.1 に示す公共交通ネットワーク体系に基づいて、現在の路線バスの主な機能に

着目して分類すると表 5.1 に示すとおり、概ね各路線の位置付けは妥当なものとして設定

できる。 

ここでは、営業データが公開すべきものではないため、経済的評価は対象としていな

い。今後は、事業の実施にあわせて、事業主体者と連携しながら経済的評価を実施して

いく必要がある。 
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表 5.1 現在の路線バスの評価 

乗車人員 路線分類

起点 経由 終点

美木多
横山高校前 鳳駅前(鳳西支所前)

堺東駅前（鳳西支所
前)

497

光明池鳳
光明池 鳳駅前(鳳西支所前)

堺東駅前(鳳西支所
前)

1,907

泉北光明池地
区

光明池
光明台ｾﾝﾀｰ(光明台
二丁目)

光明池車庫(みずき台
二丁目西)

2,503

和泉中央駅
婦人子供服団地, 子
供服団地中央

松尾寺(美術館前) 548

泉大津駅前(和泉府中
車庫前)

阪本(室堂) 和泉中央駅

和泉中央駅
父鬼(槙尾山口, 和泉
青葉台)

泉大津駅前(和泉府中
車庫前)

和泉中央駅

和泉中央駅 春木川(若樫)

泉大津駅前(和泉府中
車庫前)

光明池車庫(変電所
前)

光明池駅(光明池車
庫)

768

和泉中央 和泉府中駅前 いぶき野一丁目 和泉中央駅 1,538

北信太駅筋 鶴山台二丁目 北信太駅筋

和泉府中車庫前 北信太駅筋

和泉中央駅 万町弘法寺前 はつが野3丁目

はつが野 槙尾山口(納花)

和泉中央駅 産技研経由 ﾃｸﾉｽﾃｰｼﾞｾﾝﾀｰ 930

河内長野駅前 天野山・青葉台 光明池駅 846

15,517

　主な機能

(H19.11.6
調査)

基幹バス
幹線路線

バス
地域内バ

ス

1,978

2,263

886

853

天野山

緑ヶ丘団地

父鬼

春木川

合計

路線名
区間

泉大津光明池

鶴山台団地

はつが野

和泉中央テクノ
テ ジ 産技
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(2)路線バス網の再編 
現行バス路線網は、近い将来、新たな市街地整備や開発、都市施設などの整備に伴っ

て改編が必要となる。 

 

緑ヶ丘団地・はつが野線(改編)：｢トリヴェール和泉｣(東部ブロック)開発事業完了に伴

うバス需要の増加、および道路網整備に伴う経路の検討など、利便向上策の検討が必要

となる。 

テクノステージ線・緑ヶ丘団地線：｢トリヴェール和泉｣(西部ブロック)開発事業進捗に

伴い大型ショッピングセンター出店やその他事業者の進出に伴い、土休日などはバス需

要が増加すると予想されるため、幹線路線バスとしての機能を充実満足するために運行

する事が必要である。 

都市計画道路和泉中央線街路築造工事（JR 阪和線アンダーパス）完工、和泉府中駅前

再開発に伴う駅前広場及び都市計画道路整備に伴い、基幹軸を形成する路線バスの和泉

府中駅前乗り入れを実現するため、和泉府中駅前と和泉府中車庫前間を徒歩移動して乗

換を余儀なくされている不便さが解消され、鉄道との乗り換え利便性が格段に高まるた

め、関連する路線の和泉府中駅前乗り入れを実現する。 

山間路線等、利用者数低下および収支悪化の著しい路線について、運行頻度のみなら

ず費用負担者等を含め見直しする場合がある。 

 

表 5.2 路線バス再編計画(案) 

再編路線 背景と計画概要 事業時期 

①緑ヶ丘団地・は

つが野線(改編) 
｢トリヴェール和泉｣(東部ブロック)開発事業完了に伴い、現行

緑ヶ丘団地線・はつが野の経路に改編、運行する。 平成 24 年度 

② テ ク ノ ス テ ー ジ

線・緑ヶ丘団地線

(改編) 

｢トリヴェール和泉｣(西部ブロック)開発事業進捗にあわせ、大

型ショッピングセンター出店や他の事業所の進出合わせ、幹線

路線バスを形成するテクノステージ線の増便、又は緑ヶ丘線の

延伸運行で対応する。 

平成 24 年度 

③和泉府中駅前乗

り入れ 

和泉中央線街路築造工事（JR 阪和線アンダーパス）完工、和

泉府中駅前再開発に伴う駅前広場及び都市計画道路整備に

伴い、基幹軸を形成する路線バスの和泉府中駅前乗り入れを

実現する。 

平成 24 年 3 月

 
【事業主体】 南海バス㈱ 
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5.2 コミュニティバス・サービスの向上と改編 
(1) 運行サービスの向上 

現行のコミュニティバス路線網は、「公共交通空白地域の解消」という目的からすると、

一応は路線としてはカバーされている。しかしながら、著しく利用者が少ない路線の存

在、運行便数の少なさ、巡回型運行に伴う往復利用の困難性、鉄道及び路線バスとの乗

り換え利便性の欠如など、サービス水準といった意味では多くの利用者等からの要望が

寄せられており(図 5.1)、これらの問題点への対応と共に、利用促進の取り組みが大きな

課題である。 

したがって、利用者等からの要望全てに対応することは困難であるにしても、合理的

なバスサービス水準向上に係る課題を当面の対策として、運行サービスの向上に努め、

利用促進を図ることとする。 

運行サービス向上の具体的な対応は、表 5.3 に示すとおりとする。 

 

表 5.3 当面のコミュニティバス運行サービス向上施策 

運行サービス向上施策 計画概要 事業時期 

①毎日運行サービスへの

拡充 
・｢光明池・和泉中央ルート｣、「山荘・和泉中央ルー

ト」の毎日運行に向けた検討 平成 21 年度 

②現行ルート及びバス停

配置の見直し 
・要望を踏まえた現行ルート及びバス停配置の見直

し 平成 21 年度 

③乗り継ぎに配慮したバ

スダイヤ改編 

・コミュニティバス相互、コミュニティバスと路線バス

間の乗り継ぎ利便性に配慮したバスダイヤへの改

編 
平成 21 年度 

 
【事業主体】 和泉市 
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図 5.1 市民のバスサービスに関する要望 
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(2) 利用促進の取り組み 
利用者数が減少傾向である現行のコミュニティバスの運行状況を勘案すると、サービ

ス水準の向上と共に利用促進の取り組みが不可欠である。 

和泉市では、平成 18 年度からモビリティ・マネジメントの取り組み：｢かしこいクル

マの使い方を考える｣プログラムを順次実施しており、本計画の実施に際しても、利用促

進の取り組みとして推進する。 

利用促進の取り組みの枠組みは、表 5.4 に示すとおりとする。 

 

表 5.4 コミュニティバス利用促進の取り組み計画 

項目 取り組み概要 

対象者 ・沿線に居住する市民(特に、高齢者と女性) 

取り組み内容 
・公共交通情報提供 
・コミバス利用動機と態度を活性化するためのコミュニケーション・アン

ケート調査(ワンショット・トラベルフィードバック・プログラム) 

利用促進キャンペーン ・地域別懇談会、セミナー開催 など 

取り組み方法 ・地域団体と連携 

実施時期 平成 21 年度～平成 23 年度(コミバス再編運行開始直前) 

 
【事業主体】 和泉市公共交通利用活性化プロジェクト委員会 
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(3) 料金体系の検討 
コミュニティバスは｢公共交通空白地域の解消と、公共施設へのアクセスの確保｣を目

的に平成 13年度から運行を開始し、本計画でも公共交通利用を促進するという観点から、

運行サービスの向上に努めることとしているが、昨今の経済情勢からしても公的資金の

投入には限度がある。将来的にも効率的で持続可能な運行を行う必要があるため、利用

料金体系の見直しも検討しなければならない。 

現況のコミュニティバスの収支比率は 28％であり、路線によってはこれを大きく下回

ると予想される(表 5.5)。また、光明池・和泉中央ルート及び山荘・和泉中央ルートにつ

いては、毎日運行に改編した場合、収支比率は現在よりもさらに悪化する事が想像され

る(表 5.6)。 

また、現行のコミュニティバスの利用料金：100 円は、路線バスの初乗り運賃：160 円、

和泉府中駅前～和泉中央駅間運賃：350 円など(南海バス)と比較すると、相当安価である

ため、路線バスと競合する区間や、“地域内バス”としての利用のされ方がほぼ同じであ

ることを勘案すると、路線バス利用者の立場からは相当程度の不公平感が生じている。 

したがって、次のような視点で料金体系の見直しを検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

① 公的補助の水準をどう設定するか？ 

・ 利用者が少なく路線バス運行が困難な地域においては、何らかの公的補助が必

要であると認められるが、ある水準：見直し基準値を下回る場合は受益者負担を

求める事が妥当ではないかという意見がある。 
・ このため、利用状況によっては運行内容の見直しの検討を行うことにより、よ

り効率的で、利用者ニーズに応じた運行形態を確保し、利便性の向上、利用促進

につなげていく必要がある。 
・ 見直し基準値を下回る場合、地域住民、利用者、運行事業者、行政による話し

合いを行い、運行本数、運行時間帯、運行経路の変更や、廃止などを含めた見直

しを行うことが妥当であると考えられる。 
・ この場合は、地域が主体となって関係主体がそれぞれに負担をしながら、公共

交通サービスを確保していくことが考えられる(市民主体で運行する交通サービ

スの導入検討へ)。 

■ コミュニティバス利用料金見直しの視点 

① 公的補助の水準をどう設定するか？ 

② 路線バス利用料金の格差を是正すべきか？ 
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② 路線バス利用料金との格差を是正すべきか？ 

・ “地域内バス”としての利用のされ方は、路線バスとほぼ同様であることから

すると、路線バス利用者からは利用料金に対して相当程度不公平感があるといっ

た意見がある。 
・ しかも、路線バスとしての採算が困難なバスサービスであることを勘案すると、

相当程度の受益者負担があってもよいとの意見がある。 
・ したがって、料金水準は、路線バスと比較した場合には、ほぼ同程度であって

もよいという考え方も多くの市民に支持されるかもしれない。 
 

以上のような考え方に基づき、公的負担の本来的提供者である市民の合意が得られる

ことを前提として、コミュニティバス料金水準と体系の見直しを行うこととする(表 5.7)。 

 

表 5.7 コミュニティバス料金体系と水準見直し計画(案) 

項目 取り組み概要 

見直し対象 ・料金体系：体系、割引制の検討設定 
・料金水準：100 円/回の見直し 

財源調達方法 

・和泉市の一般財源 
・特定財源 
・地域：企業、商店街、地域市民（市民主体で運行する交通サービスに

向けて） 

見直し基準 ・収支比率、公的資金補助限度額 
・利用促進、運行方法改定などの試行と見直し期限 など 

取り組み方法 ・地域団体と連携 

実施時期 平成 21 年度～平成 25 年度(見直し実施) 

 
【事業主体】 和泉市公共交通利用活性化プロジェクト委員会 
 
 

(参考)全国のコミュニティバス収支比率平均値 

・ コミュニティバス全体：約 50％ 
・ コミュニティバス(小型車)：約 20％ 
※全国平均：人口 10 万以上または人口密度 500 人以上の自治体（19 団体）の

平均 
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表 5.5 コミュニティバス路線別運行経費資料(平成 19 年度) 

路線 運行距離
年間総運行

距離
年間運行経

費
単位距離当り

運行経費
年間利用者

数
1便当り

乗車人数
一人当り
運行経費

年間利用
料金収入

年間市負担
額

１人当りの
運行収入

阪和線沿線 21.8㎞ 57,682.8㎞ 19,617千円 340.1円/Km 85,372人 40.2人/便 230円/人

小田・和気 6.4㎞ 16,934.4㎞ 5,776千円 341.1円/Km 17,833人 8.4人/便 324円/人

和泉中央・光明池 15.8㎞ 16,211.0㎞ 5,530千円 341.1円/Km 7,259人 5.8人/便 762円/人 収支比率：

山荘・和泉中央 10.7㎞ 12,668.8㎞ 4,297千円 339.2円/Km 12,646人 11.6人/便 340円/人 28.4%

計 54.7㎞ 103,497.0㎞ 35,220千円 340.3円/Km 123,110人 18.7人/便 286円/人 10,019千円 25,201千円 81円

路線 運行距離
年間総運行

距離
年間運行経

費
単位距離当り

運行経費
年間利用者

数
1便当り

乗車人数
一人当り
運行経費

年間利用
料金収入

年間市負担
額

１人当りの
運行収入

黒鳥線 6.3㎞ 13,797.0㎞ 6,282千円 455.3円/Km 11,549人 5.3人/便 544円/人

父鬼線 6.1㎞ 24,491.5㎞ 11,151千円 455.3円/Km 13,772人 3.1人/便 810円/人 収支比率：

浦田線 2.1㎞ 3,066.0㎞ 1,395千円 455.0円/Km 729人 .5人/便 1,914円/人 21.8%

計 14.5㎞ 41,354.5㎞ 18,828千円 455.3円/Km 26,050人 3.2人/便 723円/人 4,114千円 14,714千円 158円  
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表 5.6(1) コミュニティバスの利用者数と料金変化に伴う収支の試算(その 1) 

阪和線沿線ルート

項目 単位 現状(H19) 運賃(円/人/回) 備考

（100円) 100円 200円

路線延長 Km 21.8

1Km当り運行経費 円/Km 340 H19推定

普通運賃 円/人 100 200

1日運行本数 便/日 9 H19実績

1日利用者数 人/日 291 300 450 600 200 250 300 350 400 想定

運行日数 日/年 294 H19実績

年間運行経費 千円/年 19617 H19実績

年間収入 千円/年 6948 7,170 10,755 14,341 9,560 11,950 14,341 16,731 19,121

差引 千円/年 -12,669 -12,447 -8,862 -5,276 -10,057 -7,667 -5,276 -2,886 -496

収支比率 % 35% 37% 55% 73% 49% 61% 73% 85% 97% 収入/経費

(参考：運賃収入料率) 円/人 81

小田・和気ルート

項目 単位 現状(H19) 運賃(円/人/回) 備考

（100円) 100円 200円

路線延長 Km 6.4

1Km当り運行経費 円/Km 341 H19推定

普通運賃 円/人 100 200

1日運行本数 便/日 9 H19実績

1日利用者数 人/日 60 60 90 120 40 60 80 100 120 想定

運行日数 日/年 294 H19実績

年間運行経費 千円/年 5776 H19実績

年間収入 千円/年 1451 1,444 2,166 2,888 1,925 2,888 3,850 4,813 5,775

差引 千円/年 -4,325 -4,332 -3,610 -2,888 -3,851 -2,888 -1,926 -963 -1

収支比率 % 25% 25% 37% 50% 33% 50% 67% 83% 100%

(参考：運賃収入料率) 円/人 82  
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表 5.6(2) コミュニティバスの利用者数と料金変化に伴う収支の試算(その 2) 

和泉中央・光明池ルート

項目 単位 現状(H19) 運賃(円/人/回) 備考

（100円) 100円 200円

路線延長 Km 15.8

1Km当り運行経費 円/Km 341 H19推定

普通運賃 円/人 100 200

1日運行本数 便/日 8 H19実績

1日利用者数 人/日 50 30 45 60 20 30 40 50 60 想定

運行日数 日/年 144 295 H19実績/毎日運行

年間運行経費 千円/年 5530 11,329 H19実績/毎日運行

年間収入 千円/年 591 726 1,090 1,453 969 1,453 1,937 2,421 2,906

差引 千円/年 -4,939 -10,602 -10,239 -9,876 -10,360 -9,876 -9,392 -8,907 -8,423

収支比率 % 11% 6% 10% 13% 9% 13% 17% 21% 26%

(参考：運賃収入料率) 円/人 82

山荘・和泉中央ルート

項目 単位 現状(H19) 運賃(円/人/回) 備考

（100円) 100円 200円

路線延長 Km 10.7

1Km当り運行経費 円/Km 340 H19推定

普通運賃 円/人 100 200

1日運行本数 便/日 7 H19実績

1日利用者数 人/日 84 50 75 100 30 50 70 90 120 想定

運行日数 日/年 150 295 H19実績/毎日運行

年間運行経費 千円/年 4297 8,451 H19実績/毎日運行

年間収入 千円/年 1029 1,205 1,807 2,409 1,446 2,409 3,373 4,337 5,782

差引 千円/年 -3,268 -7,246 -6,644 -6,042 -7,005 -6,042 -5,078 -4,114 -2,669

収支比率 % 24% 14% 21% 29% 17% 29% 40% 51% 68%

(参考：運賃収入料率) 円/人 82  
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(4) 路線系統再編 
現行のコミュニティバス等の運行形態は表 5.8 に示すとおりであり、次のような特徴が

ある。 

・ 巡回型が大半であり(和泉中央・光明池ルート除く)、面的カバーを効率的に行え

るが、往復の経路選択が異なるために、利用者にとっては利用しずらいネットワ

ークとなっている。 
・ 殆どのルートの運行距離が非常に長く、運行頻度サービス水準は比較的低いた

めに、増便要請が強い。 
すなわち、「公共交通空白地域の解消｣を主目的としたバスサービスであるがゆえに、

サービス水準も低く、利用しにくいといった問題点を有している。 

また、コミュニティバスは、和泉市における「地域内バス」としての機能を期待する

公共交通サービスであるが(前記図 4.1 和泉市の公共交通ネットワーク体系参照)、路線系

統の構造は、地域内サービスというよりも「幹線路線バス」的なネットワークである。 

したがって、中期的には、現行コミュニティバス路線及び路線維持運行バスを含めて、

“地域内バス”サービスとしての路線系統への再編計画を検討する。ここでは、地域、

交通事業者と協議を行い、具体の運行経路、バス停、運行ダイヤを検討してくこととす

る。 

なお、施設巡回ルートは、公共施設の巡回を目的としているが観光振興等の目的もあ

ることから、コミュニティバス(地域内バス)の再編とは分離し、必要性も含めて再検討す

る。 

 

表 5.8 現行のコミュニティバス等の運行形態 

路線 運行距離
運行便数
（便/日)

運行タイプ

阪和線沿線 21.8㎞ 9便 巡回型

小田・和気 6.4㎞ 9便 巡回型

和泉中央・光明池 15.8㎞ 4便(往復8便) 単一往復

山荘・和泉中央 10.7㎞ 7便 巡回型

北部ルート - 5便

南部ルート - 6便

黒鳥線 6.3㎞ 往復12便 単一往復(朝夕のみ)

父鬼線 6.1㎞ 往復10便 単一往復(朝夕のみ)

浦田線 2.1㎞ 往復4便 単一往復(朝夕のみ)

3,4,10,11月の休日の
み運行

路線維持運行バス

分類

施設巡回
ルート

コミュニティ
バス

コミュニティ
バス

 
 
【事業主体】 和泉市 
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5.3 市民主体で運行する交通サービスの導入検討 
路線バス、コミュニティバスによるサービスが困難な地域に対しては、地域・交通事

業者・行政が相互に連携を図りながら、｢地域バス｣の運行や「乗り合いタクシー」の運

行などの沿線地域が主体となる交通サービスの導入可能性を検討する。 

また、「スクールバス｣や｢福祉輸送｣など各目的に沿った個別の輸送の活用可能性を検

討する。 

 
表 5.8 現況の各目的に沿った個別の輸送サービス検討計画 

輸送 
サービス 概要 検討概要 実施時期 

地域バス 
（横山地域：

オ レ ン ジ バ

ス） 

東・西ルート：月～土曜日運行、各 4 便

槙尾山ルート：毎日運行(月～土：往復

8 便、日祝日：往復 14 便) 

・光明池駅への直行運

行の検討 
・結節点での乗り換え利

便性向上の検討 

平成 21 年度見

直し検討 

スクールバス 
（南横山小学

校通学バス） 

南横山小学校(特認校指定)通学児童

対象：32 名 
小田町～和泉中央線～南横山小学校：

通学日運行、午前便：7:30 頃出発、午

後便：16 時頃出発(学校行事により変

更) 

・一般市民の利用可能

性の検討          
・路線バス等への転換の

検討 

平成 21 年度見

直し検討 

福祉輸送 

和泉市内で 6 団体(NPO 法人：2 団体、

社会福祉法人：3 団体、医療法人：1 団

体)が福祉有償運送運営協議会に申請

して、有償で輸送サービスを提供 

・一般市民の利用可能

性は不可  

 
【事業主体】 和泉市公共交通利用活性化プロジェクト委員会 
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5.4 バス結節点などの乗換え利便性の向上 

公共交通利用に際しては、出発地から目的地までの乗り換え抵抗などの継ぎ目がない

利用が望ましく、バス利用実態からしても、鉄道乗換えが最も利用が多く、バス相互間

の乗り継ぎ利用も相当程度見受けられている。 

このため、バス利用の利便性を高め、利用を促進するために、結節点においては鉄道

とバス及びバス相互の乗換利便性向上施策を推進する。 

なお、バス相互の乗り換え利用が想定される結節点は、「和泉府中駅｣、「和泉中央駅｣、

そして「槙尾中学校前/横山高校前」とする。 

 

表 4.4 乗換などの利便性向上施策 

施策 施策の計画概要 実施時期 

(1)乗り継ぎ利用に

配慮したバスダイヤ

の改編 

・路線バス相互の乗り継ぎダイヤの改編検討(和泉府中

駅・和泉府中車庫前、和泉中央駅、槙尾中学校前・横山高

校前) 
・路線バスとコミュニティバス相互の乗り継ぎダイヤの改編

検討(和泉府中駅・和泉府中車庫前、和泉中央駅、槙尾中

学校前・横山高校前) 
・コミュニティバス相互(阪和線沿線ルート/小田・和気ルー

ト、阪和線沿線ルート/山荘・和泉中央ルート、光明池・和泉

中央ルート/山荘・和泉中央ルート) 

平成 21 年度 

(2)運行情報提供の

充実 
・交通結節点：和泉府中駅・和泉府中車庫前、和泉中央

駅、槙尾中学校前・横山高校前 平成 21 年度 

・小田・和気ルート：終点和泉府中駅前 
・山荘・和泉中央ルート：光明池駅 平成 21 年度 

(3)鉄道駅へのアク

セス強化 ・路線バスの和泉府中駅前への乗り入れ 
・コミュニティバスの北信太駅、信太山駅へのアクセスの向

上 
平成 24 年度 

 
【事業主体】 和泉市（コミュニティバス）・南海バス㈱（路線バス） 
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6. 計画の実現に向けて 

 
6.1 計画の推進体制 

本計画を推進して実現していくためには、市民、事業所、交通事業者、そして行政が

それぞれの役割を分担して果たしていく事が重要であり、事業の主体は、地域の交通課

題や地域づくりの目標を共有し、緊密に連携を図りながら、より利用しやすい公共交通

環境づくりをすすめていくこととする。 

 
表 6.1 関係主体に期待する役割 

主体 構成者 期待する役割 

市民 
利用者、地域団体、事業所

団体、事業所、従業員、学

校など 

公共交通の直接の利用者、受益者として、公共交通施策の

選択、計画、推進、維持、管理、そして場合によっては相応

の負担など、積極的な参画と協働を期待する。 

交通事業者 鉄道、バス、タクシー等事

業者 
市民、行政との連携を図り、本計画の推進に向けた積極的

な事業展開や創意工夫、協力を期待する。 

行政 市、府、国、関係機関 

本計画は、和泉市の総合的な交通政策であり、府、国及び

関係機関と連携を図りながら、市の関連部局全ての行動指

針として位置付け、市民、交通事業者と一体となって実施に

取り組む。 
 

 

和泉市公共交通利用活性化
プロジェクト委員会

地域協議会

市民・地域団体等

事業所・従業員 学校

行政・関係機関等 交通事業者

専門家
 

 
※ 地域協議会は各地域において組織される地域課題を検討する会議。 

図 6.1 計画の推進体制 
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6.2 計画の検証・評価と見直し 

和泉市では、本計画に基づいて施策の実施を進めていくこととするが、今後の社会情

勢、技術革新、事業の進捗状況や財政状況などの公共交通を取り巻く環境は常に変化し

ているため、本計画は、固定的なものではなく、取り巻く環境の変化を考慮し、事業効

果を確認したうえで、和泉市公共交通利用活性化プロジェクト委員会で 1 年毎に評価検

討し、概ね 5 年毎に見直すことで、現実に即した計画にしていくこととする。 

また、各施策を効果的、且つ持続的に展開するため、計画に際しての事前評価と共に、

実施後の検証・評価を行い、施策の見直しなどを行ってより望ましい地域公共交通とし

ていくこととする。 

 
 

以上 

 
 

 


